
キーワード：オフショア化，オフショア化の優位性，取引コスト理論，資源ベースビュー，制

度理論

１．はじめに

　オフショア化研究をサーベイするために，伊藤（2010）ではオフショア化現象の多様性を整

理した。具体的には，以下の点を扱った。すなわち，（１）「オフショア」という表現は何を意

味しているのか（表現の問題），（２）オフショア化は低コスト国への展開に限るのか（ロケーショ

ンの問題），（３）オフショア化される仕事にはどういったものがあるのか（オフショア化対象

業務の問題），（４）オフショア化はアウトソーシングと同義語なのか（オフショア化先での所

有構造の問題），および（５）オフショア化はどのような方法を通して実行されているのか（デ

リバリーモデルに関する問題）。

　伊藤（2010）に対する本稿の位置付けは，理論構築における文脈付けを論じたZahra（2007）

の枠組みを参照すると分かりやすい。Zahra（2007）によると，現象とそれを説明するために用

いる理論の関係は，表１のようにまとめられる。縦軸は理論が十分に確立されたものであるか

どうか，横軸は現象が十分に理解されているかどうかを表すものである。伊藤（2010）では，

オフショア化現象の新旧について整理するとともに，先行研究で利用される説明理論の多様性

についても触れた。しかし，後者に関するより具体的な内容については議論していない。本稿

ではこの点に対し，特に戦略論の立場から取り組む。以下ではまず，オフショア化を行う企業

が得る優位性について，分解，ロケーション，および外部化に関連するものに分類して説明す

る。次に，先行研究で利用される主な説明理論として，取引コスト理論，資源ベースビュー，

および制度理論を取り上げ，それぞれの説明内容について解説する。
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２．オフショア化が企業にもたらす優位性

２−１．分解に由来する優位性

　オフショア化が企業にもたらす第一の優位性は，バリューチェーン内の諸活動を分解するこ

とに関連する。諸活動には，例えば，給与計算，財務会計，請求処理などの支援活動が含まれ

る。諸活動を分解するにあたっては，アンバンドリング（解体）やデカップリング（分離）と

いう方法（Evans and Wurster, 2000; Kedia and Mukherjee, 2009）がとられる傾向にある （１）。先

行研究では，オフショア化に適合するプロセスの識別や類型化（Kumar, van Fenema, and von 

Glinow，2009; Metters, 2008; Sharma, Iyer, and Raajpoot, 2009; Stack and Downing, 2005; 

Youngdahl and Ramaswamy, 2008），およびオフショア化の動機と対象プロセスの関係（Lewin, 

Massini, and Peters, 2009）などが，主にオペレーションズマネジメントの分野で論じられてき

た。

　企業が諸活動を分解しようとする理由は一般に，生産やサービスのプロセスを緩めることか

ら生じるマネジメント上の便益を得るためである。これには２つの側面がある（Kedia, and 

Mukherjee, 2009）。まず，バリューチェーンの各部分において異なるナレッジ基盤，マネジメ

ントスタイル，およびインセンティブ構造に頼ることで，組織の専門化が促進される場合があ

る。また，コアではない諸活動を分解することで，企業はコア分野に一層の焦点を絞ることが

できるようにもなる。

　バリューチェーン内の諸活動を分解することにより，長期的には２種類の異なる優位性が生

じ得る（Kedia and Mukherjee, 2009） （２）。１つめの優位性としては，企業は諸活動を分解するこ

とによってコアケイパビリティに焦点を絞ることができ，価値ある資源を本来の目的のために
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表１　現象と説明理論の関係

（注）　Zahra（2007） , p.446を参考に，筆者作成。



使用することが可能となる。２つめの優位性としては，企業は諸活動を分解することで，超競

争的な環境下において柔軟性，スピード，および反応を増強させるようなモジュラー構造を生

み出すことができる。以下では，これらの優位性について具体的に説明する。

　まず１つめの優位性は，企業がコアへ集中することができる，というものである。企業がオ

フショア化を戦略的手段として利用する場合，次の前提が置かれているはずである。すなわち，

オフショア化の対象となる特定の活動は，産業に関係なく一般的なものであるから，バリュー

チェーンから取り外すことができる（Pyndt and Pedersen, 2006）。したがって，企業は特定の

活動をアンバンドリングやデカップリングの対象として外部化しつつ，コアコンピタンスに集

中することが可能となる。そうすることで，オフショア化推進企業は同一の産業に属するその

他の企業との競争において，優位性を確立し得る。また，オフショア化推進企業は，競争優位

性を有する分野に希少な資源を配置することもできる。例えば人的資源を，顧客に対して価値

をもたらすようなコア分野へ向け直すといった具合である。こうした優位性によって十分に開

発されたコアコンピタンスがもたらされ，競争相手に対する障壁が形作られる。それにより，

オフショア化推進企業の市場シェアに関する戦略上の優位性は守られることとなる（Kedia 

and Mukherjee, 2009）。

　２つめの優位性は，モジュラー化に関連するものである。企業は特定の支援活動をバリュー

チェーンから取り外すことによって，タイトに統合された階層的組織から，緩やかに連結され

た組織へ変化する。コアではない周辺的な機能を脱落させることによって，企業は専門化され

たモジュラー形態となる。オフショア化の場合には，ある企業が自社内で諸活動を手掛けるよ

りも海外の外部組織へアウトソースした方がより優れた質を確保できると判断して実行に移し

た場合に，モジュラー化が生じる。企業がモジュラー型の組織になればなるほど，当該企業の

柔軟性，すなわち企業が新たな事柄を迅速に行う能力が強化される。企業はモジュラー化に関

連する優位性を得ることで，柔軟性や迅速性を身に付けてより反応的な組織となり，外部の需

要を満たすことが可能となる（Kedia and Mukherjee, 2009）。

２−２．ロケーションに由来する優位性

　ロケーション特殊的な優位性とは，国に特有の資源，ネットワーク，および制度などに基づ

く優位性である（Dunning, 1988; Singh and Kundu, 2002）。これらは，企業にとって外部的な

ものである。

　ロケーション特殊的な優位性の代表例としては，インフラ，カントリーリスク，および政府

の方針が挙げられる（Dunning, 1988; Singh and Kundu, 2002）。これら以外にも，低コストで

の天然資源の利用や低賃金といった，インプットに関するコストの優位性をはじめとして，労

働の生産性，市場の規模や潜在性，輸送コスト，市場から多国籍企業の出自国までのサイキッ

クディスタンス（O’Grady and Lane, 1996）などが挙げられる。また先行研究では，関税障壁，

課税体制，政治的・法的環境，海外直接投資に対する態度，および競争の構造なども指摘され

101伊藤龍史：オフショア化研究の戦略論的サーベイ 



新潟大学　経　済　論　集

てきた。

　ただしこれらの優位性は，主に製造を考察対象とした先行研究によって特定されたものであ

る。サービスの側面を扱うオフショア化の場合には，高度な教育を受けた労働力，ビジネス慣

行やテレコミュニケーションといったソフトインフラ，およびオンショアとオフショアの文化

的類似性などが，ロケーション特殊的な優位性に含まれる（Doh, 2005）。こうした優位性が，

オフショア化推進企業がオフショア化先のロケーションを選択する際のドライバーとなってい

る（Bunyaratavej, Hahn, and Doh, 2007, 2008; Graf and Mudambi, 2005; Hatonen, 2009）。オフ

ショアロケーションに関しては，国際ビジネス研究を中心として研究されており，例えばオフ

ショア化の動機とロケーションの選択（Gorp, Jagersma, and Livshits, 2007），ロケーションの

選択とオフショア化対象プロセスの関係 （Doh,  Bunyaratavej, and Hahn, 2009; Hahn and Bunyaratavej, 

2010; Jensen and Pedersen, 2011; Liu, Feils, and Scholnick, 2011），あるいはオフショア化にお

ける地理的，組織的再配置（Contractor, Kumar, Kundu, and Pedersen, 2010）といった論点が取

り上げられている。

　ロケーションに由来する優位性は，大きく２つに分かれる（Kedia and Mukherjee, 2009）。す

なわち，国レベルの優位性と人的資源に関する優位性である。国レベルの優位性とは，世界の

国々が有する人的資源やケイパビリティのプールが，それぞれ異なる性格をもつ傾向にある，

ということである。例えば，インドの労働力は，安価であり，英語能力に優れている。一方，

中国の労働力の特徴は，大学卒業者が充実していることである。その現れとして，新興諸国に

おいてオフショア化受入組織群が成長してきている（Dossani and Kenney, 2007）。このことに

より，昨今の企業は，より補充されたグローバル規模の資源プールから資源選択を行うことが

できるようになった。世界各地のオフショア化受入組織が有する資源やケイパビリティの高ま

りは，企業が海外進出を引き付ける要因であると考えられる（Lewin and Peeters, 2006）。

　人的資源に関する優位性は，さらに３種類に細分される（Kedia and Mukherjee, 2009）。いず

れもオンショアとオフショアのアービトラージに関連する。１つめは労働力のアービトラージ

であり，人的資源にかかるコストがアービトラージの対象である。２つめはナレッジのアービ

トラージであり，人的資源の有する優れたケイパビリティがもたらす仕事の質の高さがアービ

トラージの対象である。最後は時間のアービトラージであり，異なるロケーション間で時差が

あることによって24時間体制を組むことができるというものである。以下，これら３つの人的

資源に関する優位性について具体的に説明する。

　まず，先行研究で共通して指摘される点として，オフショア化推進企業は労働コストの削減

をオフショア化の主目的の１つとする（Lewin and Peeters, 2006; Maskell, Pedersen, Petersen, 

and Dick-Nielsen, 2007）。労働コストの大部分は，オペレーションコストである（Kedia and 

Mukherjee, 2009）。代表的なオフショア化先であるインド，中国，フィリピン，およびハンガ

リーでは，高度な教育を受けた安価な労働力がプールされている。例えばアメリカでは，トラ

ンスクリプトの作成，放射線の読み取り，または監査などの幅広い技術プロセスや管理プロセ
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スが，大幅なコストの削減を伴った形で，これらのロケーションへオフショア化されている。

　ただし，コストに関連する優位性は長期的に磨滅する。オフショア化推進企業は，オフショ

ア化先のロケーションにおける労働コストが上昇してきた場合には，例えば研究開発やマーケ

ティング調査など，バリューチェーンの上流にある高付加価値の主活動をオフショア化対象と

するようになる （Jensen, 2009; Kedia and Mukherjee, 2009; Manning, Massini, and Lewin, 2008）。

　オフショア化は，安価な労働力へのアクセスという形だけでなく，ナレッジのアービトラー

ジという形でもオフショア化推進企業に訴えかけるものである。すなわち，オフショア化受入

組織における人材と，先進諸国のプロバイダー企業が有する人材を比較すると，前者の方が平

均的に高い資格やスキルを有する傾向にある（Kedia and Lahiri, 2007）。多くの先進諸国では，

ナレッジ集約的セクターにおいて，高度なスキルを有する人材の不足に見舞われている。こう

した問題に対処するには，先進国諸企業は低コストのオフショアロケーションから優れた人材

を調達する必要がある。

　また，労働コストやナレッジとは別に，時間のアービトラージも人的資源に関する優位性と

して挙げられる。具体的には，オフショア化先のロケーションにいる人材は，異なる時間圏に

いるという優位性を有している。それにより，オンショアでは夜間であっても，仕事を行うこ

とができる。究極的には，24時間365日，仕事を休みなく続けられる体制を整えることができる

（Graf and Mudambi, 2005; Gupta, Seshasai, Mukherji, and Ganguly, 2007）。時差を活用してプロ

セスを組み直すことにより，全体的な生産性や仕事のスピードを大幅に上昇させることが可能

となる。

２−３．外部化に由来する優位性

　オフショア化が企業にもたらす最後の優位性は，オフショア化受入組織の種類に関するもの

である。先述のように，オフショア化の優位性の１つは，コアではない支援活動をバリュー

チェーンから取り外すことによってもたらされる。オフショア化対象となった諸活動やプロセ

スは，オフショア化先のロケーションにおいて着手される。その際，オフショア化推進企業は，

オフショア化受入組織を第三者組織とするのか，それとも完全所有子会社とするのか，という

問題に直面する。前者は諸活動やプロセスの外部化，後者は諸活動やプロセスの内部化である。

　内部化理論（Buckley and Casson, 1976; Rugman, 1981）によると，海外展開を行う企業が市

場を内部化するのは，構造上および取引上の市場の失敗を経験する場合である。このことをオ

フショア化の文脈に適用すると，オフショア化推進企業は，国際市場におけるリスクや不確実

性を知覚するとき，第三者組織ではなく完全所有子会社をオフショア化受入組織とする（Kedia 

and Mukherjee, 2009）。

　オフショア化推進企業は，オフショアロケーションの第三者組織と関係をもつことを通して

享受する便益と，第三者組織との取引がはらむコストやリスクを比較した場合に，前者が後者

を上回るか相殺するようであれば，第三者組織をオフショア化受入組織として選択する。具体
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的には，オフショア化推進企業が外部化を選択するのは，オフショアロケーションの第三者組

織との間に，相互信頼や価値の共有といったインフォーマルなメカニズムが働き，機会主義が

抑えられる場合である（Kedia and Mukherjee, 2009）。

　ここでアクター同士が価値ある成果へ向けて互いに依存関係にある場合，その関係を媒介し

維持するものが信頼である（Mayer, Davis, and Schoorman, 1995）。パートナー組織同士が相互

信頼に基づく関係を築いていれば，環境上の要請に変化がみられた場合や意図せざる問題が発

生した場合に，より適切に対処することができる。オフショア化に関して言うと，オフショア

化推進企業がナレッジ集約的なオフショア化，例えばデータセキュリティやナレッジの散逸が

致命的なリスクとなるようなオフショア化を行う場合には，相互信頼はとりわけ重要なものと

なる（Kedia and Lahiri, 2007）。相互信頼が築かれていることによって，第三者組織が機会主

義的に行動するリスクを軽減することができる。

　こうした関係資本の存在を踏まえると，企業はオフショアの第三者組織へ外部化することに

よって，以下の２種類の優位性を得ることができる（Kedia and Mukherjee, 2009）。すなわち，

（１）第三者組織の専門化された資源とケイパビリティをつなぎとめて利用することによる共同

特化，および（２）社会的に埋め込まれた関係を通して情報や資源をつなぎとめて利用するこ

とによる組織学習。

　まず，企業を模倣が不完全な資源やケイパビリティの束として捉えると，物的，人的，ある

いは組織的な資源やケイパビリティをうまく利用することができれば，当該企業は環境上の機

会を活用し，競争相手をアウトパフォームし，さらには脅威の影響を最小化することができる

（Barney, 2002; Collis and Montgomery, 1998）。オフショア化の文脈では，グローバル規模で資

源やケイパビリティのプールが拡充されてきているわけなので，推進企業はコアでないアク

ティビティをオフショアロケーションの第三者組織へ外部化することを通して，ビジネスの変

革を図り得る。オフショアの第三者組織は，革新的な人材とワールドクラスのデリバリーモデ

ルを有している可能性があるし，特定の活動やプロセスに関する専門組織であることが多い。

オフショア化推進企業は，第三者組織の洗練されたスキル群や専門的ナレッジを利用すること

によって，直ちに変革を開始する，あるいはパフォーマンスの引き上げを図ることができる。

　また，オフショア化推進企業であれ第三者組織であれ，パートナー関係を通して経験や学習

を積むことができる（Kedia and Lahiri, 2007）。オフショア化は，推進企業に組織学習をもた

らすことにより，競争優位の源泉となり得る（Barney and Hansen, 1994）。しかし，オフショ

ア化における組織間関係や組織学習を扱った先行研究は現時点では少ない（例えば，Beugre 

and Acar, 2008; Chua and Pan, 2008; Vivek, Banwet, and Shankar, 2008）。
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３．オフショア化の説明理論

３−１．取引コスト理論

　プロセスはコモディティ化しつつあり，プロセスをグローバルに移転することは比較的容易

になってきた。これを受けて，次第に多くの企業がオフショア化に乗り出すようになってきた。

そうした企業が直面するオフショア化に関する意思決定の１つに，オフショア化先で仕事に携

わる受入組織に関する選択が含まれる。この点に関して，取引コスト理論が説明理論として用

いられる（Chen, 2009; Ellram, Tate, and Billington, 2008; Griffith, Harmanciouglu, and Droge, 

2009; Grote and Taube, 2007）。

　取引コスト理論（Williamson, 1975）は，財またはサービスを内部で生産するか，または外部

へ任せるかを説明するものである。取引コスト理論では，資産特殊性および取引コストといっ

た概念が中心的な役割を担う。取引コストは，事前のものと事後のものに分けられる。前者は

契約が閉じる前にかかるコストであり，例えばサプライヤーの特定といった段階で生じる。後

者は契約が閉じた後にかかるコストであり，サプライヤーの監視といった段階などで生じる。

取引コスト理論によると，あまり複雑でないプロセスは，より低い資産特殊性を反映したもの

である。したがって，そのようなプロセスをオフショア化する場合には，オフショアアウトソー

シングという選択肢がとられやすい。一方，プロセスが複雑になってくると，オフショア化推

進企業はキャプティブ型のオフショア化という選択肢をとるようになる。また，資産特殊性が

中程度の場合には，ジョイントベンチャー等のハイブリッドな選択肢がとられる。

　プロセスがコモディティ化していることを考慮すると，必要なハードウェアやソフトウェア

といった，プロセスを実行するための前提条件となる物的な資産特殊性は，着実に低下傾向に

ある（Jahns, Hartmann, and Bals, 2006）。すなわち，多数の原材料や物的資産が，オフショア

化先のロケーションで入手可能になってきている（Inkpen and Ramaswamy, 2005）。立地特殊

性についても同様である。特定の技術が特定のロケーションに帰属することは少なくなり，ま

た，インフラはほとんどの場合，改善されつつある（Inkpen and Ramaswamy, 2005）。さらに

は，人的な資産特殊性も減少傾向にある。多数のオフショアロケーションにおいて，モチベー

ションが高く，教育水準も高レベルで，かつ言語（特に英語）のスキルも高いような人材にア

クセスすることが可能になってきている。

　経理やコールセンターをはじめとしたプロセスの移転は，情報技術やテレコミュニケーショ

ン技術に依存する （３）。これらの技術の発達により，取引コストの性格が変化している（Clott, 

2004; Hagel and Brown, 2005a; Kenney, Massini, and Murtha, 2009）。具体的には，情報技術や

テレコミュニケーション技術の発達によって，プロセスのオフショア化で生じがちな情報の非

対称性が減少をみせるようになった（Stratman, 2008）。オフショア化の文脈では，契約やアウ

トソーシングが多く選択されるようになってきている。また，オフショア化先のロケーション

における政治環境や法環境が，次第にオンショアと足並みを揃えてきていることで，調整にか
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かるコストも減少傾向にある（Robinson and Kalakota, 2004）。例えば，オフショア化受入組織

に守秘義務を守らせるためのコストは，オンショアにおけるアウトソーシング受入組織の場合

にかかるコストに近付いてきている（Jahns, Hartmann, and Bals, 2006）。

　オフショア化から得られる基本的便益は，人材や施設にかかるコストが低くなることによる

コスト優位性である（Gupta, Seshasai, Mukherji, and Ganguly, 2007）。これが主な理由となって，

企業はオフショアアウトソーシングに踏み出す。しかし，オフショア化にかかるコストは全て

が可視的なものではなく，不可視的なコストも含まれる（Stringfellow, Teagarden, and Nie, 

2008）。オフショア化に際して企業が見積もっていたオフショア化関連のコストは，不可視的な

コストが追加されることによって劇的に変化する場合がある。前者の可視的コストには，人材

や施設にかかるコスト以外にも，例えば離職率，従業員の輸送，またはインフラの更新コスト

といった，予期せざるコストも含まれる（Weidenbaum, 2005）。離職によって失われた労働力を

補充すべく新たに採用された従業員は，かつての労働力ほどのスキルをもってはいない。した

がってオフショア化推進企業は，従業員を補充する都度，必要なスキルを身に付けさせるため

の訓練を行わなければならない。また，停電やテレコミュニケーション技術の脆弱性によって，

オペレーション上の障害に見舞われることもある。その場合，生産性の低下や追加的コストが

もたらされる恐れがある（Stringfellow, Teagarden, and Nie, 2008）。後者の不可視的コストとは，

オフショア化受入組織の利用に関連するコミュニケーション上の隠れたコストのことである。

不可視的コストは，技術的問題，文化的差異，アクセントや言語能力，時間圏などの違いによ

る調整の困難性によって発生する。不可視的コストは事前の予測および発生の確認が困難であ

るため，オフショア化を行う上で特に注意を払うべき対象であるとされる （４）。

　取引コスト理論において注意すべき点は，資産特殊性が高いか低いかは時間の経過とともに

変化する，ということである（Arnold, 2000）。オフショア化のドライビングフォースが内容を

変えるにつれ，オフショアアウトソーシング，ハイブリッド型のオフショア化，およびキャプ

ティブ型のオフショア化を通して扱うことのできるプロセスは，次第に複雑なものへと変化し

得る（Jahns, Hartmann, and Bals, 2006）。

３−２．資源ベースビュー

　資源ベースビューは，企業が持続的な競争優位性を確立するために，戦略的資源のユニーク

な組み合わせをどのように入手するかを説明付けるものである（Barney, 1991; Collis and 

Montgomery, 1998）。戦略的資源には，物的資源，人的資源，および組織的資源などが含まれる

（Crook, Ketchen, Combs, and Todd, 2008）。資源ベースビューのエッセンスとしては，競争優

位は単に外部環境における機会の関数というだけでなく，企業がどのような資源を特定，開発，

配置，および保護することができるのかということの関数でもある。資源ベースビューが示す

には，グローバルな競争上のプレッシャーが増大しているという文脈においては，企業はコア

コンピタンスに集中し，他組織の専門的知識を活用するためにアウトソーシングを用いる必要
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　資源ベースビューによると，オフショア化は，定義されたサービスの形であれ利用されてい

ない潜在的人材の形であれ，新たな資源へのアクセスを獲得するメカニズムであると考えられ

る（Doh, 2005; Hagel and Brown, 2005b; Jahns, Hartmann, and Bals, 2006）。オフショア化を行

おうとする企業は，オフショア化先のロケーションにおける経済的および社会的・人口統計的

ドライビングフォースを考慮して，こうした資源へのアクセスが企業にとって戦略的に必要な

ものであるかどうか，という問題に答える必要がある。

　企業が非戦略的な項目をアウトソースするのは，受入組織のことを優れたケイパビリティを

有するものだと考える場合である。オフショア化推進企業は，オフショア化を内部プロセスと

して用いる場合であっても，あるいは事業戦略として利用する場合であっても，資源を成功的

にマネジする必要がある。しかしながら，オフショア化がプロセスのコモディティ化を反映し

たものだということを考えると，資源やケイパビリティのマネジメントからもたらされる便益

は浸食される可能性がある。こうした事態は，マネジメントが模倣可能である，あるいはユニー

クさを欠く場合に生じる。

　資源にアクセスする１つめの方法は，キャプティブ型のオフショア化やハイブリッド型のオ

フショア化である。この方法では，資源はオフショア化推進企業によって直接取得され，さら

なる開発が行われる。２つめの方法はオフショアアウトソーシングであり，オフショア化先の

ロケーションにある第三者の受入組織によって，資源へのアクセスが提供される。時間が経過

するとともに，オフショアロケーションの環境は変化をみせるはずである。その結果，オフショ

ア化推進企業に競争優位をもたらすようなユニークな資源が出現する場合がある。新たに出現

する資源は，上記の方法のいずれを通してもアクセスすることができる。

３−３．制度理論

　制度理論によると，組織の意思決定は規範的圧力によって影響を受ける（Scott, 2005）。規範

的圧力は組織外部および組織内部の源泉から生じ，組織が行うべき適切な，または容認される

ような動きを決めるものである（Oliver, 1997）。規範に従うような組織は，正当性，資源，お

よび生存能力を増大させることができる（Scott, 2005）。

　先行研究では，既存の法規範や社会規範がオフショア化に関する意思決定において重要な役

割を果たすことが指摘されている（Ang and Inkpen, 2008; Bunyaratavej, Hahn, and Doh, 2007, 

2008; Kshetri, 2007）。オフショア化推進企業は，規範に従わないことから被るペナルティを避

けようとする。具体的には，オフショア化推進企業はオフショアロケーションの規範に適応し

たり，あるいは制度の類似したオフショアロケーションを選択しようとする。

　制度理論から得られるオフショア化の注意点としては，例えばオンショアと比較した場合に

法や規制の影響力が弱い場合があることや，データセキュリティやプライバシーに関する意識

に違いがみられるといったことである（Kshetri, 2007）。そのため，一部のオフショア化推進企
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業は，意図的にフォロワーの立場をとることによって，他の企業が特定のロケーションで成功

するかどうかを観察しようとする（Tate, Ellram, Bals, and Hartmann, 2009）。

４．おわりに

　本稿では，オフショア化の優位性と説明理論について，戦略論の立場からサーベイした。前

者に関しては，分解，ロケーション，および外部化に関連する優位性に細分し，後者について

は取引コスト理論，資源ベースビュー，および制度理論に細分し説明した。本稿と伊藤（2010）

を併せることで，戦略論におけるオフショア化研究の文脈を鳥瞰することができるはずである。

ただし，表１の４種類のシナリオは，それぞれ独特の役割と課題をもつ。これらの点について，

最後に示しておきたい。

　まずシナリオ１は，研究者が既存の理論を応用して既存のリサーチクエスチョンや既存の現

象を説明しようとするものである。このシナリオの場合，研究者はリサーチの背景を熟知して

いるがゆえに，自身の見解に影響を与え得る新たな変数を考えついたり発見したりする能力に

制約を受ける。しかし，同一の複製研究が比較的目新しい文脈でなされる場合がある。研究が

置かれる文脈が変化することによって，理論から得られるインプリケーションも変化をみせる

こととなる（Zahra, 2007）。

　次にシナリオ２では，既存の理論を用いて新たな現象を説明する。シナリオ１と比較すると，

説明される条件の変わりやすさに関して，より豊富な環境が与えられる（Zahra, 2007）。また

シナリオ３では，研究者が比較的新たな理論を既存の現象に対して適用し，現在分かっている

ことは何か，あるいは現在分かっていることが先行研究の内容をどの程度豊かなものとするの

かについて検証する（Zahra, 2007）。他のディシプリンにおける重要な理論を用いて，オフショ

ア化研究で比較的よく取り組まれる問題を説明しようとする場合が，このシナリオに該当する。

ただし，特定の理論が説明する範囲には通常，限度がある。そのため，新規の理論を利用する

場合には，当該理論の前提条件を考慮する必要がある（Bromiley and Johnson, 2005）。このこ

とは，新たな理論を用いて新たな現象を説明しようとするシナリオ４にも当てはまる。シナリ

オ４では，他のシナリオと比べて，理論構築や想像的な研究を行う機会が研究者に多く提供さ

れる。ただし，注意すべき点が２つある（Zahra, 2007）。１点目は，他の関連分野における適

切かつ有用な見解を無視した事実調査に陥りがちだということである。探索的研究が行われる

場合であっても，理論的アンカーを設定して研究の焦点を絞る必要がある。２つめの注意点と

しては，現象を漠然と記述しがちだということである。十分に定義されていない現象を研究対

象とする場合であっても，現象の範囲を明確にしておく必要がある。
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注

茨　支援活動を分解する場合には，企業の垂直的範囲が変わることはない。
芋　短期的には，ヒエラルキーのガバナンスにかかる調整コストを削減することができる（Kedia and 
Mukherjee, 2009）。

鰯　遠隔地のオフショア化受入組織をモニタリングすることに関しては，Aron, Bandyopadhyay, Jayanty, 
and Pathak（2008）を参照。

允　MacDuffie（2007）は，Ghemawat（2001）によるCAGEフレームワークを援用して，分散した仕
事にバーチャルチームが取り組む場合の障害や対処法を説明している。
印　中小企業にとってのオフショア化の意義を論じた研究もある。これについては，Gregorio, Musteen, 
and Thomas（2009）およびHowison and Metha（2006）を参照。
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